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次期奈良県環境総合計画の策定ついて（案） 

 
 
１．計画の位置付け 

奈良県環境基本条例第 10 条に規定する基本計画であるとともに、気候変動適応法第 12 条に規

定する地域気候変動適応計画、及び環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第 8 条

に規定する行動計画として策定する。 
本計画は、社会経済情勢の変化に対応しつつ、誰もが安心して快適に暮らすことのできる持続

可能な地域づくりをより一層進めるため、環境面から、県民、NPO、企業・団体、行政等の各主

体が積極的な連携、協力のもと、中長期的に取り組む指針として示すものである。 
 
２．計画の期間 

令和 8（2026）年度から令和 12（2030）年度までの 5 か年 
 
３．法的根拠等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料３－２ 

気候変動適応法 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律 

第 12 条（地域気候変動適応計画） 

第 8 条（都道府県及び市町村の行動計画） 

盛り込む 

（努力義務） 

奈良県環境基本条例（平成 8 年） 

第 10 条（環境総合計画） 

意見 

反映 

環境基本法（平成 5 年） 

第 43 条（都道府県の審議会） 

第 7 条（地方公共団体の責務） 
第 36 条（地方公共団体の施策） 

第 15 条（環境基本計画） 

奈良県環境審議会条例 

関連計画等： 

・奈良県脱炭素戦略（R6 年度策定予定） 

・奈良県廃棄物処理計画 

・生物多様性なら戦略（R6 年度改定予定） 

・森林環境の維持向上及び県産材の利用 

促進に関する指針（R7年度見直し予定） 

・奈良県景観計画 ほか 

反映 

（努力義務） 
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４．経緯 

年月日 国（環境省） 奈良県 
 

平成 5 年 
 

平成 6 年 
 

平成 8 年 
 

平成 12 年 
 

平成 17 年 
 

平成 18 年 
 

平成 22 年 
 

平成 24 年 
 

平成 25 年 
 

平成 28 年 
 

平成 30 年 
 

令和 3 年 
 

令和 6 年 
 

令和 7 年 
 

令和 8 年 

 
「環境基本法」制定 
 
第一次環境基本計画（閣議決定） 
 
 
 
第二次環境基本計画（閣議決定） 
 
 
 
第三次環境基本計画（閣議決定） 
 
 
 
第四次環境基本計画（閣議決定） 
 （5 年程度経過を目途に見直し） 
 
 
 
 
第五次環境基本計画（閣議決定） 
「気候変動適応法」制定 
 
 
第六次環境基本計画（閣議決定） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
「奈良県環境基本条例」制定 
奈良県環境総合計画（～平成 17 年度） 
 
 
次期「奈良県環境総合計画」検討 
 
新奈良県環境総合計画（～平成 27 年度） 
 
※新奈良県環境総合計画（中間見直し）検討 
  東日本大震災のため、一時保留。 
 
 
※新奈良県環境総合計画（一部見直し） 
 
奈良県環境総合計画（2016-2020） 
(～令和 2 年度) 
 
 
奈良県環境総合計画（2021-2025） 
(～令和 7 年度) 
 
 
次期奈良県環境総合計画検討（諮問：R6.12.1） 
 
奈良県環境総合計画（2026-2030） 
（～令和 12 年度） 

 
５．検討体制等 

（１）検討体制 
  環境審議会の部会である環境計画策定部会にて、具体的な調査審議を行う。 

（令和 7 年度開催予定回数） 
    環境審議会 … ３回 
    環境計画策定部会 … ４回程度（構成員数：11 名 ※資料３-３参照） 
 

（２）スケジュール（案） 
  ７月：第１回 環境計画策定部会（現計画の検証等） 
  ８月：第１回 環境審議会（中間報告） 
  ９月：第２回 環境計画策定部会（具体施策の審議等） 
 １０月：第３回 環境計画策定部会（計画素案） 
 １１月：第２回 環境審議会（中間報告） 
 １２月：パブリックコメント 
  １月：第４回 環境計画策定部会（計画案） 
  ２月：第３回 環境審議会（答申） 


